
 

 

 

  

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 
 
  
 
 

区  分 概    要 

免震工法  

(揺れを軽減) 

例) 

 県庁 
本館 
議会棟 

(0.38→1.50) 

制震工法  

(揺れを吸収) 

 

例) 

 長野合庁 
(0.27→1.50) 

耐震工法  

(揺れに耐える) 
例) 

 飯田合庁 
(0.69→1.50) 
 松本警察署 
(0.63→1.50) 

 岡谷南高校 
(0.70→1.25) 

 松本工業高校 
(0.40→1.25) 

平成 27 年（2015 年）12 月 25 日 
建設部施設課 
（課長）矢澤 博 （担当）吉田 聡 
電話:026-235-7344（直通） 

 026-232-0111（代表）内線 3669 
ﾌｧｸｼﾐﾘ:026-235-7477 
E-mail:shisetsu@pref.nagano.lg.jp 

～ 県有施設耐震化整備プログラム(計画期間平成 19～27 年度)に基づく耐震化が完了 ～ 

主要施設（災害拠点施設・大規模施設）を耐震化！ 

１１１      プププロロログググラララムムム対対対象象象施施施設設設すすすべべべてててののの耐耐耐震震震化化化ををを完完完了了了しししままますすす   

○計画期間内に主要施設 1,233 棟の耐震化を完了 
○県有施設全体の耐震化率（床面積ベース）も 92.1％ に！ 
 

災害拠点施設や大規模施設は、 
震度 6 強～7 程度の地震でも倒壊しない。 

新耐震基準 
耐震性有 
(割増未了) 
<626 棟> 診断済 

耐震性有 
 <197 棟> 

耐震改修 
完了 <410 棟> 

1,233棟の内訳 

(割増済) 

主要施設（プログラム対象施設）＝ 災害拠点施設＋大規模施設 (延べ面積 1,000 ㎡以上かつ 3階建以上) 
例）県庁、合同庁舎、警察署、病院、高等学校の校舎や体育館 等 

 

２２２      建建建物物物ののの規規規模模模ややや強強強度度度ににに応応応じじじててて、、、最最最適適適ななな工工工法法法ををを用用用いいいままましししたたた   

免震装置 

ダンパー 

揺れで破損しない継手 地震時にスライドする階段 

揺れを吸収する制震装置 

飯田合庁 岡谷南高校 松本工業高校 

松本警察署 

※施設名下段の括弧内の数字は「耐震評価値(改修前 → 改修後)」、1.0 以上の場合は震度 7程度でも倒壊しない 

免震層 

資料１ 

県有施設の耐震化について 

 

 



  

 
    ~ ライフラインが被災しても、災害拠点施設として機能するよう建築設備を増強 ~ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 H7 H16･17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

             

 

 

耐震診断 

設  計 

４４４      部部部局局局ををを横横横断断断しししててて立立立案案案しししたたた「「「整整整備備備プププロロログググラララムムム」」」ににに基基基づづづききき計計計画画画的的的ににに推推推進進進しししてててきききままましししたたた   

阪
神
・
淡
路
大
震
災
（
震
度
７
） 

長
野
県
中
部
地
震
（
震
度
５
強
） 

長
野
県
北
部
地
震
（
震
度
６
強
） 

東
日
本
大
震
災
（
震
度
７
） 

耐震改修 

プ
ロ
グ
ラ
ム
対
象
施
設
の
耐
震
化
完
了(

見
込
） 

 前期は特に耐震性の低いもの(標準強度の 5 割未満) 

法
の
改
正
・
強
化 

 4.4   8.1   13.6  15.7  21.3  28.6  32.6  29.8  24.7  
（計 178.8 億円） 

65.4% 
(H18) 

100% 
(H27 見込) 

拠点施設は標準の 1.5 倍強度、避難施設は標準の 1.25 倍強度 

新
潟
県
中
越
沖
地
震
（
震
度
６
強
） 

長
野
県
耐
震
改
修
促
進
計
画
の
策
定 

(診断の結果、耐震性が不十分な約 400 棟) 

(耐震性の低いものを優先して耐震化) 

(旧基準の建物約 600 棟) 

福
岡
県
西
方
沖
地
震
（
震
度
６
弱
） 

新
潟
県
中
越
地
震
（
震
度
７
） 

耐
震
改
修
促
進
法
の
制
定
・
施
行 

法
の
改
正
・
強
化 

県
有
施
設
耐
震
化
整
備
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
策
定 

長
野
県
神
城
断
層
地
震
（
震
度
６
弱
） 

部局横断の｢調整会議｣を設置し、プログラム(実行計画)を策定、
県有施設の耐震化を関係部局が連携して計画的に実施 

前期(H19～H23) 後期(H24～H27) 

年度 

事業費(億円) 

耐震化率 

333      災災災害害害拠拠拠点点点施施施設設設ははは、、、耐耐耐震震震改改改修修修ににに合合合わわわせせせ、、、業業業務務務継継継続続続ににに必必必要要要ななな機機機能能能ももも強強強化化化しししままましししたたた   

○停電対策（自家発電能力の強化） 
  オイルタンクを増設し、概ね３日間の発電能力を確保 
 
○断水対策（受水能力の強化） 
  受水槽を大型化し、概ね４日間の飲用水を確保 
 
○公共下水道損傷対策（汚水貯留槽の設置） 
  貯留槽により、概ね７日間の汚水排水能力を確保 
 
○その他の対策（設備機器の耐震性能の向上） 
  発電機や受水槽の転倒防止性能の強化、配管接続部分の耐震性確保 等 

自家発電機 

大型受水槽 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●新耐震基準※で建設された災害拠点施設の割増補強 

○合同庁舎、警察署 など 

 

●災害拠点施設でない中規模施設等の耐震化 

○中規模の庁舎 

○昇降口棟や屋内型渡り廊下 など 

 

●吊り天井等の躯体以外の部分の耐震化 

○避難施設としても利用される学校体育館の吊り天井 など 

 

●災害拠点施設の業務の継続に必要な機能の強化 

○停電対策、断水対策、公共下水道損傷対策 など 

５５５      震震震災災災直直直後後後でででももも、、、災災災害害害応応応急急急活活活動動動ややや業業業務務務継継継続続続がががででできききるるる県県県有有有施施施設設設ににに向向向けけけててて   

 
》倒れないこと  主要施設において実施済 

  (生命の保護) 
 

》さらに、使い続けられること 
(壊れず、設備などの機能も維持され、業務が継続できる)  

避難所における天井落下の事例 
(長野県北部地震) 

新耐震基準で建設された合同庁舎 

（参考） 県有施設耐震化整備プログラム（平成 19 年 11 月策定） の長野県公式ホームページ掲載アドレス 

http://www.pref.nagano.lg.jp/shisetsu/kensei/soshiki/soshiki/kencho/shisetsu/documents/151023taishinka_program.pdf 

引き続き、関係部局が連携して、計画的に推進 
 

更なる安全・安心の確保 に向けた 新たな取組 
 

昇降口棟 

学校体育館の吊り天井 

※ 《新耐震基準》昭和 56 年 6月以降に 
着工する建物に適用される耐震基準 


